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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2009 年 12 月 1 日（火） 定例研究会報告 
テーマ： 在中国日系中小自動車部品メーカーの現地戦略 
報告者： 湯 進 （所外研究員；みずほ銀行） 
時 間： 15：00～18：20 
場 所： 生田社研会議室 
参加者数：15 名 
報告内容概略： 
報告者は何度となく中国の自動車
組立メーカー、部品メーカーを視察
し、現状を詳しく分析したうえで、
日系中小自動車部品メーカーの中国
への現地化戦略を以下のように示唆
した。 
 
① 高付加価値部品分野について
は、現地需要に応じて、部品点数
の削減、現地素材への代替、軽量化、省エネなどの面を考慮する製品開発に留意すべき
である。 
② 中低付加価値部品分野については、現地調達比率の引き上げ、生産性の向上、仕様の
標準化などによるコスト削減、消費者嗜好に応じたデザイン・外観の多様化を図るべき
である。 
③ 地場企業と提携、技術面でのアライアンスを軸にして中国事業に参入を図るべきであ
る。 
④ 商習慣を熟知する地場のパートナー企業を活用すべきである。 
2008 年 9 月 15 日のリーマンショック以降、震源地アメリカだけでなく、欧日において
も自動車の販売は伸び悩んでいる。日本などもエコカー減税による下支えがなければ事態
はもっと深刻になっていたと想像するに難しくない。そのような中で新興国市場、とりわ
け中国、インド市場が脚光を浴び、自動車産業にとっても中国市場が頼みの綱になりつつ
ある。そのようなタイミングのなか、中国自動車産業現状をつぶさに調査した湯氏の報告
に寄せられた期待は多く、多くの参加者のなか、たくさんの質問が寄せられ、白熱した討
議が繰り広げられた。 
記：専修大学 経済学部・宮嵜 晃臣 
 
報告内容
中国に進出する日系の中小自動車部品メーカーは：
日系完成車メーカー・Ｔｅｒ１部品メーカーに対する販売のみならず
今後は地場企業向けの販売に取り組んでいく必要がある
問題所在：
地場自動車メーカーの変化
・ 自主ブランドの生産
・ 自動車産業の再編
・ 民族系メーカーの台頭
部品調達方向の変化
・ 地場部品産業の現状
・ 地場企業の外部調達
・ 地場部品企業の課題
日系部品メーカーの変化
・日系自動車メーカーの中国進出
・現地化の実態
・サプライヤーシステムの調整
日系中小自動車部品メーカーの中国戦略への示唆
出典：当日配布された湯氏のスライド 2 頁 
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2009 年 12 月 2 日（水） 定例研究会報告 
報 告：① 趙佑鎮氏（多摩大学） 
      「アジアの地域イノベーションと開発協力」 
    ② 高橋誠氏（所外研究員） 
      「現代世界原蓄と『社会関係資本』」 
コメンテーター： 内田弘氏（専修大学名誉教授・研究参与） 
場 所： 専修大学生田・社会科学研究所 
時 間： 14：00～17：00 
報告内容概略： 
趙報告は、今注目を集める地域イノベーションの代表的成功例としての韓国長城郡の自治
体改革についての報告。長城郡（全羅南道）では、初代民選郡守・金興植氏のリーダシッ
プのもと、「人づくり」をモットーに、教育への投資が積極的に実行された。公務員と住
民とが学ぶ研修プログラム「長城アカデミー」がその中心的存在である。こうした活動を
つうじて官民の意識改革がすすみ、行政サービスの顕著な向上がみられた。こうした自治
体改革のアイディアの源流は、そもそも日本にあった点も指摘された。つづく高橋報告で
は、東アジア各地の輸出加工区における現状をふまえながら、人材や社会関係への投資が
重要であるとする主張を、資本主義の歴史的展開との関連において、注意深く検討する必
要性が指摘された。両報告をうけ、教育への投資の意味、経済競争と共生の関係、日本・
韓国における政治、公務員や住民をふくめた社会関係のあり方、さらには地方行政の実践
にアカデミズムがどう関わるべきかなど、多岐にわたる論点について活発な議論がおこな
われた。 
記：専修大学経済学部・永島 剛 
 
 
 
 
 
－ 81 － 
2009 年 12 月 5 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： シンポジウム「アイヌ民族政策の確立をめざして 
―有識者懇談会報告書を受けて―」 
報告者： 田村貞雄氏（静岡大学名誉教授） 
     常本照樹氏（北海道大学大学院教授） 
     澤井アク氏（北海道アイヌ協会理事・国際部会長） 
コメント発言者： 星野工氏（東京アイヌ協会）、平田幸氏（レラの会）、島田あけみ氏 
（関東ウタリ会）、八幡智子氏（ペウレウタリの会）、津田仙好氏（グループ 
“シサムをめざして”〔首都圏〕）、寺地五一氏（先住民族研究会） 
司 会： 古川純所員・内藤光博所員（法学部）、本多正也氏（グループ“シサムをめざ
して”〔首都圏〕） 
時 間： 13：00～17：50 
場 所： 専修大学神田校舎 302 教室 
参加者数：約 150 名（法学研究所、「NPO 現代の理論・社会フォーラム」、「グループ“シ
サムをめざして”〔首都圏〕」と共催） 
報告内容概略： 昨年 6 月 6 日、国会・衆参両院は超党派議員提案による「アイヌ民族を
先住民族とすることを求める国会決議」（「アイヌ先住民族国会決議」）を満場一致で採択
したが、この「国会決議」を受けて官房長官のもとに設けられた「アイヌ政策のあり方に
関する有識者懇談会」（「有識者懇談会」）の審議が昨年 8 月から始められ、約 1 年の調査・
審議の後に本年 7 月 29 日に「有識者懇談会報告書」（「報告書」）が採択・公表された。本
シンポジウムは、社研定例研究会が共催して開いた昨年 12 月 6 日（土）の「国会決議」
を考えるシンポジウムに続き、「報告書」を受けて今後のアイヌ民族政策の確立をめざし
て開かれたものである。 
まずはじめに、共催団体を代表して総合司会の古川所員がシンポ趣旨説明を行い、「ア
イヌ語で考えることをヤイコシラムスイエ（心を揺らす）と言うそうだが、本シンポジウ
ムがアイヌ民族政策の確立をめざして参加者・アイヌ民族の方々と共に心を揺らすフォー
ラムになることを願っている」と述べて開会した。 
第 1 部田村氏の講演「先住民族アイヌと日本人—北海道内国植民地化を中心として」で
は、領土化がいかに国家の一方的な理由でなされたかについて、北方諸島・琉球・小笠原
の例を引いて比較・説明され、北海道の場合は和人が圧倒的に多数であったために「旧土 
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人」にどのような法的地位を与えるかということが曖昧であったと指摘された。「内国植
民地」という用語は、桑原真人氏『近代北海道研究序説』のなかで最初に使われたもので、
属領という意味に加えて北海道や日本海側地域が大阪や東京のために富を収奪されたと
いう、経済格差にかかわる意味も含まれていると述べられた。 
第 2 部「報告書とアイヌ民族の今後の展開」では、まず常本照樹氏（北海道大学大学院
教授、有識者懇談会メンバー）が「報告書」内容に即して論点の指摘を明快になされた。
特に「報告書」に記載のない次の 2 点は、興味深い。（１）1 点目は、懇談会の基本目標が
「現代を生きるアイヌの人々の意見」の実現と北海道アイヌ協会理事長加藤忠氏の政策提
言の可及的実現にあったとされ、懇談会の基本的姿勢がアイヌ民族側の意見を尊重するこ
とにあったとされる点である。（２）2 点目は、「先住民族の権利」にかかわる懇談会の見
解である。「報告書」が「先住民族の権利」に言及してないという批判に対しては、「権利」
を語ることは「権利を享有・行使する主体」が誰であるかを語ることとセットであり、「民
族」の権利（反対側には国や社会の義務がる）と個人がその「民族」に属することの認定
の問題は、1 年間の懇談会の議論では詰め切れないこと、非アイヌが多数派である国民の
理解を得るための困難も考慮する必要があると指摘された。「民族」という集団の権利を
憲法にどう位置づけるかという難問があり、「権利」という用語を使わなくても政策ベー
スで考える射程もあるのではないか、政策を実現していく過程で「権利主体」としてのア
イヌが明らかになり、「権利」を語る準備が整うと指摘された。次に澤井氏の報告では、
アイヌに対する特別の政策が憲法上許容されるとした「報告書」を評価しながらも、「先
住権」についての言及がないこと、提言に具体性がないことを「報告書」の欠陥として指
摘された。 
報告に引き続き首都圏のアイヌ 4 団体のメンバーから、それぞれがどのようにアイヌ民
族としての自己意識を持つにいたったかについて、および北海道のアイヌ民族とは異なる
首都圏で生活するアイヌとして取り組んでいる問題が語られた。 
第 3 部のパネルディカッションでは、会場から常本氏と澤井氏に対する質問票がかなり
多く寄せられ両氏が詳しく回答されたため、共催団体としての津田氏・寺地氏のコメント
は簡単に述べられた。最後に会場から、東京アイヌ協会の宇梶氏・浦川氏から差別のない
社会づくりを和人に強く訴える発言がなされ、感銘を受けた拍手のうちに、法学研究所事
務局長・田邊宏康氏の閉会の辞でシンポは終了した。 
記：専修大学法学部・古川純 
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2009 年 12 月 12 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： 「オバマ政権をどうみるか―リーダーシップの問題をめぐって―」 
報告者： 泉 昌一（元国立国会図書館専門調査員、前桜美林大学教授） 
討論者： 浅野一弘（札幌大学教授）、末次俊之（法学研究科任期制助手、研究所所員） 
時 間： 14：00～17：00 
場 所： 神田校舎 1 号館 13 階 13－A 会議室 
参加者数：28 名 
報告内容概略： 
2008 年に大統領選挙で「変革」を掲げて当選した米国のオバマ大統領は、就任してから
一年を迎えようとしている。今回の報告は、米国が抱える政治･経済と軍事･外交課題に対
して、これまでにオバマがどのようなリーダーシップを発揮し対処しているのかを、彼の
出自、経歴を中心に分析、検討した。 
米国史上初の「黒人」大統領であるオバマは、「黒人」として、ハーバード大のロース
クールを卒業し、シカゴで社会活動家として働く一方で大学で憲法学の教鞭をとった。オ
バマ自身は、アファーマティブ･アクションの恩恵を受け、「黒人」として苦しんできたこ
とを口にすることはなく、このことは米国内の黒人にとっては期待はずれの感がある。ま
た、オバマは、「理想」と「現実」のバランス感覚がすぐれている。例として中国との関
係が挙げられる。さらに、オバマは学者タイプである。政権内での会議で「異論」を望む
ように、物事から一定の距離を置いて分析する。そして、連邦議会との関係を重要視して
いる。オバマは「党派を超えて」医療保険法案を推進するよう求めているものの、一方で
民主党リベラル派の中には「オバマが自分たちを省みない」との不満がある。アフガニス
タン増派については、軍司令官は 4 万人増派を要請したが、オバマは 3 万人に決定した。
これはオバマにとって 2012 年大統領選に向けた一つの賭けでもある。 
これに対して、討論者からは、オバマのリーダーシップのスタイルにおける過去の大統
領との類似点、相違点について、アフガニスタン増派からみるオバマ大統領の政治的位置
関係、2012 年の大統領選での再選の可能性について質問があった。 
一方フロアからは、オバマの演説でのレトリックに関して米国内と国際社会でのギャッ
プについて、また、アフガニスタン増派決定と 2012 年大統領選挙に関する質問などを中
心に、活発な議論が交わされた。 
記：専修大学大学院任期制助手・末次俊之 
 
